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議案第６３号 

 

常総市行政組織条例等の一部を改正する条例について 

 

常総市行政組織条例等の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議

決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，市長の直近下位の内部組織のうち，保健福祉部を福祉部及び保健衛生

部に分割するとともに，各部等において所掌する事務の見直しを図り，その移管

に係る改正を行うほか，関係する条例において，規定の整備に係る改正を行うた

め，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市行政組織条例等の一部を改正する条例 

 

（常総市行政組織条例の一部改正） 

第１条 常総市行政組織条例（昭和５３年水海道市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条第１項第４号を次のように改める。 

(4) 福祉部 

第１条第１項中第６号を第７号とし，第５号を第６号とし，第４号の次に次

の１号を加える。 

(5) 保健衛生部 

第１条第２項を削る。 

第２条各号を次のように改める。 

(1) 市長公室 

ア 秘書，広報及び広聴に関すること。 

イ 重要な政策の立案及び施策の推進に関すること。 

ウ 行政経営に関すること。 

エ 情報政策に関すること。 

オ 統計に関すること。 

カ 防災及び危機管理に関すること。 

(2) 総務部 

ア 議会に関すること。 

イ 職員の人事，研修及び厚生に関すること。 

ウ 法制に関すること。 

エ 財産管理及び契約に関すること。 

オ 予算その他財政に関すること。 

カ 行政改革に関すること。 

キ 市税の賦課（国民健康保険税の賦課を除く。）及び徴収に関するこ

と。 

ク 他の部等の所掌に属さない行政一般に関すること。 

(3) 市民生活部 

ア 市民協働及び多文化共生の推進に関すること。 
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イ 戸籍及び住民基本台帳に関すること。 

ウ 市民相談に関すること。 

エ 支所に関すること。 

オ 同和対策及び隣保事業に関すること。 

カ 男女共同参画に関すること。 

(4) 福祉部 

ア 福祉事務所に関すること。 

イ 社会福祉に関すること。 

ウ 高齢者福祉に関すること。 

エ 介護保険に関すること。 

オ 児童福祉に関すること。 

(5) 保健衛生部 

ア 保健衛生及び健康増進に関すること。 

イ 国民健康保険及び国民年金に関すること。 

ウ 国民健康保険税の賦課に関すること。 

エ 医療福祉に関すること。 

オ 環境衛生及び交通安全に関すること。 

(6) 産業振興部 

ア 常総インターチェンジ周辺整備事業に関すること。 

イ 道の駅の整備に関すること。 

ウ 農業，林業及び水産業に関すること。 

エ 地籍調査に関すること。 

オ 商工業，観光及びフィルムコミッションに関すること。 

カ 消費者保護に関すること。 

(7) 都市建設部 

ア 都市計画に関すること。 

イ 土地利用対策及び水資源対策に関すること。 

ウ 区画整理に関すること。 

エ 住宅及び建築に関すること。 

オ 産業用地及び市街地の整備に関すること。 

カ 公園緑地に関すること。 

キ 道路及び河川に関すること。 

ク 下水道に関すること。 
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（常総市子ども・子育て会議条例の一部改正） 

第２条 常総市子ども・子育て会議条例（平成２５年常総市条例第３３号）の一

部を次のように改正する。 

第７条中「保健福祉部こども課」を「子ども・子育て支援に関する事務を所

管する課」に改める。 

（常総市障害者地域自立支援協議会設置条例の一部改正） 

第３条 常総市障害者地域自立支援協議会設置条例（平成２６年常総市条例第２

５号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項第９号を次のように改める。 

(9) 福祉部長 

第７条中「保健福祉部社会福祉課」を「障害者福祉を所管する課」に改める。 

（常総市健康づくり推進協議会設置条例の一部改正） 

第４条 常総市健康づくり推進協議会設置条例（平成１７年水海道市条例第１０

３号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項第３号を次のように改める。 

(3) 保健衛生部長 

第７条第２項中「，委員」を「委員」に，「，保健福祉部長」を「保健衛生

部長」に改める。 

第９条中「保健福祉部保健推進課」を「健康づくりの推進を所管する課」に

改める。 

（常総市予防接種健康被害調査委員会条例の一部改正） 

第５条 常総市予防接種健康被害調査委員会条例（平成２年水海道市条例第１１

号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３号を次のように改める。 

(3) 保健衛生部長 

第８条中「保健福祉部保健推進課」を「予防接種等に関する事務を所管する

課」に改める。 

（常総市スポーツ推進審議会条例の一部改正） 

第６条 常総市スポーツ推進審議会条例（平成２２年常総市条例第３７号）の一

部を次のように改正する。 

第７条中「教育委員会スポーツ振興課」を「スポーツの推進を所管する課」

に改める。 

附 則 
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この条例は，令和３年４月１日から施行する。 
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議案第６４号 

 

常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例について 

 

常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，厚生労働省が定める指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す

る基準の改正に伴い，居宅介護支援事業所における管理者の要件に係る規定の整

備を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年常総市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項中「管理者」を「前項に規定する管理者」に改め，「主任介護支

援専門員」の次に「（以下「主任介護支援専門員」という。）」を加え，同項に

次のただし書を加える。 

ただし，主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由

がある場合については，介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を同

項に規定する管理者とすることができる。 

第６条第３項中「管理者は」を「第１項に規定する管理者は」に改める。 

附則第３項中「平成３３年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改め，

「介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する」を削り，

「第６条第１項」を「同条第１項」に改める。 

附則に次の１項を加える。 

４ 令和３年４月１日以後における前項の規定の適用については，同項中「第６

条第２項」とあるのは「令和３年３月３１日までに介護保険法第４６条第１項

の指定を受けている事業所（同日において当該事業所における第６条第１項に

規定する管理者（以下この項において「管理者」という。）が，主任介護支援

専門員でないものに限る。）については，第６条第２項」と，「介護支援専門

員（主任介護支援専門員を除く。）を同条第１項に規定する」とあるのは「引

き続き，同日における管理者である介護支援専門員を」とする。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第６条第２項にただし書を加え

る改正規定は，令和３年４月１日から施行する。 
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議案第６５号 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会

の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，地方税法施行令の改正に伴い，国民健康保険税の減額の対象となる所

得の基準等に係る改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

常総市国民健康保険税条例（昭和３４年水海道市条例第１３号）の一部を次の

ように改正する。 

第２３条第１号中「３３万円」を「４３万円（納税義務者並びにその世帯に属

する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者

（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０年

法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定す

る給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が

５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得金

額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条

第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあ

っては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に限り，年齢６５歳以上

の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）を

いい，給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条において「給与

所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては，４３万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）」に改

め，同条第２号及び第３号中「３３万円」を「４３万円（納税義務者並びにその

世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者

等の数が２以上の場合にあっては，４３万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）」に改める。 

第２３条の２中「（昭和４０年法律第３３号）」を削る。 

附則第２項中「同条中「法第７０３条の５に規定する総所得金額」の次に「及

び山林所得金額」を加え，「，「法」を「「法」に，「とする。）」」を「とす

る。）及び山林所得金額」と，「１１０万円」とあるのは「１２５万円」」に改

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和３年１月１日から施行する。 

（適用区分） 



10 

２ 改正後の常総市国民健康保険税条例の規定は，令和３年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し，令和２年度分までの国民健康保険税については，

なお従前の例による。 
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議案第６６号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり指定管理者を指定したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 公の施設の名称  常総市児童デイサービスセンター 

２ 指定する団体  常総市新石下４３６５番地 

社会福祉法人常総市社会福祉協議会 

３ 指 定 の 期 間  令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 

提案理由 

本案は，児童デイサービスセンターにおける指定管理者として，社会福祉法人

常総市社会福祉協議会を指定するため，これを提出する。 
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議案第６７号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり指定管理者を指定したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 公の施設の名称  常総市心身障害者福祉センター 

２ 指定する団体  常総市新石下４３６５番地 

社会福祉法人常総市社会福祉協議会 

３ 指 定 の 期 間  令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 

提案理由 

本案は，心身障害者福祉センターにおける指定管理者として，社会福祉法人常

総市社会福祉協議会を指定するため，これを提出する。 
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議案第６８号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり指定管理者を指定したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 公の施設の名称  常総市水海道児童センター 

２ 指定する団体  常総市新石下４３６５番地 

社会福祉法人常総市社会福祉協議会 

３ 指 定 の 期 間  令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 

提案理由 

本案は，水海道児童センターにおける指定管理者として，社会福祉法人常総市

社会福祉協議会を指定するため，これを提出する。 
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議案第６９号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり指定管理者を指定したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 公の施設の名称  常総市三坂児童館 

２ 指定する団体  常総市新石下４３６５番地 

社会福祉法人常総市社会福祉協議会 

３ 指 定 の 期 間  令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 

提案理由 

本案は，三坂児童館における指定管理者として，社会福祉法人常総市社会福祉

協議会を指定するため，これを提出する。 
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議案第７０号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１１９ 三坂町５０１７ 三坂町５０００ 

     

 

提案理由 

本案は，三坂町地内の路線について，圏央道常総インターチェンジの整備によ

り，道路としての機能が失われたことから，その認定を廃止するため，これを提

出する。 
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議案第７１号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１２０ 三坂町５０４７－１ 三坂町５０３１ 

     

 

提案理由 

本案は，三坂町地内の路線について，当該路線の一部が市の行う土地改良事業

により，道路としての機能が失われることから，その認定を廃止するため，これ

を提出する。 
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議案第７２号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１２１ 三坂町１８１４－１ 三坂町５０４１ 

     

 

提案理由 

本案は，三坂町地内の路線について，当該路線の一部が圏央道常総インターチ

ェンジの整備により，道路としての機能が失われたことから，その認定を廃止す

るため，これを提出する。 
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議案第７３号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１２７ 三坂新田町２０５６ 三坂新田町２０２０ 

     

 

提案理由 

本案は，圏央道常総インターチェンジ周辺地域整備事業の整備区域内の路線に

ついて，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，道路としての機

能が失われたことから，その認定を廃止するため，これを提出する。 
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議案第７４号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１２８ 三坂新田町２０６０ 三坂新田町２０２８ 

     

 

提案理由 

本案は，圏央道常総インターチェンジ周辺地域整備事業の整備区域内の路線に

ついて，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，道路としての機

能が失われたことから，その認定を廃止するため，これを提出する。 
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議案第７５号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１２９ 三坂新田町２１０９ 三坂新田町２０８０ 

     

 

提案理由 

本案は，圏央道常総インターチェンジ周辺地域整備事業の整備区域内の路線に

ついて，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，道路としての機

能が失われたことから，その認定を廃止するため，これを提出する。 
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議案第７６号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１３０ 三坂新田町２１１９ 三坂新田町２０９５ 

     

 

提案理由 

本案は，圏央道常総インターチェンジ周辺地域整備事業の整備区域内の路線に

ついて，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，道路としての機

能が失われたことから，その認定を廃止するため，これを提出する。 
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議案第７７号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１３１ 三坂新田町２１３４ 三坂新田町２１４９ 

     

 

提案理由 

本案は，圏央道常総インターチェンジ周辺地域整備事業の整備区域内の路線に

ついて，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，道路としての機

能が失われたことから，その認定を廃止するため，これを提出する。 
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議案第７８号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１３２ 三坂新田町１９８４ 三坂新田町２１３０ 

     

 

提案理由 

本案は，圏央道常総インターチェンジ周辺地域整備事業の整備区域内の路線に

ついて，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，道路としての機

能が失われたことから，その認定を廃止するため，これを提出する。 
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議案第７９号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１３３ 三坂新田町２０３２－２ 三坂新田町２０３５－１ 

     

 

提案理由 

本案は，圏央道常総インターチェンジ周辺地域整備事業の整備区域内の路線に

ついて，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，道路としての機

能が失われたことから，その認定を廃止するため，これを提出する。 
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議案第８０号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１１９ 三坂町５０１７ 三坂町４９９５－１ 

 

提案理由 

本案は，議案第７０号において廃止する路線について，圏央道常総インターチ

ェンジの形状に合わせて道路が整備されたことから，改めて市道として認定する

ため，これを提出する。 
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議案第８１号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１２１ 三坂町１８１４－６ 三坂町５０４７－１ 

 

提案理由 

本案は，議案第７１号及び議案第７２号において廃止する路線について，道路

としての機能が失われた部分を除いた現道部分を合わせて市道として認定するた

め，これを提出する。 
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議案第８２号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１３０ 三坂新田町２１１９－１ 三坂新田町２１１４－２ 

 

提案理由 

本案は，議案第７６号において廃止する路線について，土地区画整理組合が施

行する土地区画整理事業により道路としての機能が失われた部分を除いた現道部

分を改めて市道として認定するため，これを提出する。 
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議案第８３号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

１１３２ 三坂新田町１９８４－１ 三坂新田町１９７９ 

 

提案理由 

本案は，議案第７８号において廃止する路線について，土地区画整理組合が施

行する土地区画整理事業により整備する部分等を除いた現道部分を改めて市道と

して認定するため，これを提出する。 

 



29 

議案第８４号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

５０５７ 三坂新田町１９９１－４ 三坂新田町２１３０－２ 

 

提案理由 

本案は，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，新たに道路が

築造されることから，当該道路を市道として認定するため，これを提出する。 
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議案第８５号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

５０５８ 三坂新田町２０４３ 三坂新田町２０３５－１ 

 

提案理由 

本案は，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，新たに道路が

築造されることから，当該道路を市道として認定するため，これを提出する。 
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議案第８６号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

５０５９ 三坂新田町２１０３ 三坂新田町２０９０－２ 

 

提案理由 

本案は，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，新たに道路が

築造されることから，当該道路を市道として認定するため，これを提出する。 
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議案第８７号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

５０６０ 三坂新田町２００３－１ 三坂新田町１９７９ 

 

提案理由 

本案は，土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業により，新たに道路が

築造されることから，当該道路を市道として認定するため，これを提出する。 
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議案第８８号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年１１月２５日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

６００６ 大塚戸町３９５６ 大塚戸町４０４７ 

 

提案理由 

本案は，市道１－０２２６号線に係る道路改良工事の実施に伴い，当該路線の

一部の位置が変更されることから，当該変更される部分について，改めて市道と

して認定するため，これを提出する。 

 



   

 令和２年１１月２５日  

 

議 案 参 考 資 料 

（そ の ２） 

 

 １ １ 月 定 例 会 議  

常  総  市 

 



 

 



議案第６３号関係 

1 

◎議案第６３号 常総市行政組織条例等の一部を改正する条例について 

 

この条例は，市長の直近下位の内部組織である部等の再編を行うことについ

て必要となる改正を行うものです。 

まず，再編の基本方針について，ご説明いたします。 

多様化する行政課題や時代の変化にスピーディーに対応できる体制を整備す

るため，令和３年４月１日から組織を再編することとし，その基本方針は，①

行政課題や重点事業に対し，職員が新たな発想で挑戦できる組織体制を構築し，

②新型コロナウイルス感染症を想定した「感染拡大防止」と「新しい生活様式」

に対応した市民サービスを提供し，及び③国が進める取組を見据え事務執行体

制を整備する，としております。 

次に，再編の概要といたしまして，「保健福祉部」を「福祉部」及び「保健

衛生部」に分けることとし，現在の６部体制から７部体制といたします。 

これにより，少子高齢化の進行及び福祉制度の改正が顕著である中，これま

で以上に高い専門性が求められることや新型コロナウイルス感染症を想定した

「感染拡大防止」及び「新しい生活様式」に適切に対応できるよう支援体制の

強化を図ります。 

また，部に属さない市長の直轄組織であるアグリサイエンスバレー推進チー

ムを産業振興部に編入することにより，「食と農と健康の新しいまちづくり」

を部内で連携し，推進していくことといたします。 

この組織再編に伴い，各部等の事務分掌の見直しを行うこととし，行政組織

条例において必要となる改正を行うほか，関係する５つの条例において用語の

整理のための改正を行うものです。 
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現行  新 

アグリサイエンスバレー推

進チーム（市長直轄） 

 － 

市長公室  市長公室 

総務部  総務部 

市民生活部  市民生活部 

保健福祉部  福祉部 

  保健衛生部 

産業振興部  産業振興部 

都市建設部  都市建設部 

 

 

 

編入 

分割 
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○常総市行政組織条例 

昭和５３年６月３０日 

条例第１６号 

水海道市部室等設置条例（昭和４６年水海道市条例第２４号）の全部を改正す

る。 

（部等の設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１５８

条第１項の規定により規定に基づき，市長の権限に属する事務を分掌させるた

めの内部組織として，次の部等を置く。 

(1) 市長公室 

(2) 総務部 

(3) 市民生活部 

(4) 保健福祉部 

(4) 福祉部 

(5) 保健衛生部 

(5)(6) 産業振興部 

(6)(7) 都市建設部 

２ 前項に定めるもののほか，部等に属さない内部組織として，アグリサイエン

スバレー推進チームを置く。 

（事務分掌） 

第２条 前条に規定する内部組織の事務分掌は，次のとおりとする。 

(1) 市長公室 

ア 政策の立案及び施策の推進に関すること。 

イ 秘書及び渉外に関すること。 

ウ 広報及び広聴に関すること。 

エ 行政経営に関すること。 

オ 市民協働の推進に関すること。 

カ 防災及び危機管理に関すること。 

(2) 総務部 

ア 情報政策に関すること。 

イ 予算その他財政に関すること。 

ウ 財産管理に関すること。 

エ 契約に関すること。 
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オ 法制に関すること。 

カ 議会に関すること。 

キ 職員に関すること。 

ク 統計に関すること。 

ケ 他の部等の所掌に属さない行政一般に関すること。 

(3) 市民生活部 

ア 戸籍及び窓口業務に関すること。 

イ 市民相談に関すること。 

ウ 市税の賦課（国民健康保険税の賦課を除く。）及び徴収に関すること。 

エ 同和対策及び隣保事業に関すること。 

オ 男女共同参画に関すること。 

カ 支所に関すること。 

(4) 保健福祉部 

ア 福祉事務所に関すること。 

イ 社会福祉に関すること。 

ウ 高齢者福祉に関すること。 

エ 介護保険に関すること。 

オ 児童福祉に関すること。 

カ 国民健康保険に関すること。 

キ 国民健康保険税の賦課に関すること。 

ク 国民年金に関すること。 

ケ 医療福祉に関すること。 

コ 保健予防及び健康増進に関すること。 

(5) 産業振興部 

ア 農業，林業及び水産業に関すること。 

イ 地籍調査に関すること。 

ウ 商業及び工業に関すること 

エ 観光に関すること。 

オ フィルムコミッションに関すること。 

カ 消費生活に関すること。 

キ 環境衛生に関すること。 

ク 公害に関すること。 

ケ 交通安全に関すること。 
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(6) 都市建設部 

ア 道路及び河川に関すること。 

イ 建築に関すること。 

ウ 住宅に関すること。 

エ 都市計画に関すること。 

オ 土地利用対策及び水資源対策に関すること。 

カ 区画整理に関すること。 

キ 公園緑地に関すること。 

ク 下水道に関すること。 

(7) アグリサイエンスバレー推進チーム 

ア 常総インターチェンジ周辺整備事業に関すること。 

イ 常総インターチェンジ周辺土地利用計画の調整に関すること。 

ウ 常総インターチェンジ周辺整備事業に係る道の駅の整備に関すること。 

(1) 市長公室 

ア 秘書，広報及び広聴に関すること。 

イ 重要な政策の立案及び施策の推進に関すること。 

ウ 行政経営に関すること。 

エ 情報政策に関すること。 

オ 統計に関すること。 

カ 防災及び危機管理に関すること。 

(2) 総務部 

ア 議会に関すること。 

イ 職員の人事，研修及び厚生に関すること。 

ウ 法制に関すること。 

エ 財産管理及び契約に関すること。 

オ 予算その他財政に関すること。 

カ 行政改革に関すること。 

キ 市税の賦課（国民健康保険税の賦課を除く。）及び徴収に関すること。 

ク 他の部等の所掌に属さない行政一般に関すること。 

(3) 市民生活部 

ア 市民協働及び多文化共生の推進に関すること。 

イ 戸籍及び住民基本台帳に関すること。 

ウ 市民相談に関すること。 
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エ 支所に関すること。 

オ 同和対策及び隣保事業に関すること。 

カ 男女共同参画に関すること。 

(4) 福祉部 

ア 福祉事務所に関すること。 

イ 社会福祉に関すること。 

ウ 高齢者福祉に関すること。 

エ 介護保険に関すること。 

オ 児童福祉に関すること。 

(5) 保健衛生部 

ア 保健衛生及び健康増進に関すること。 

イ 国民健康保険及び国民年金に関すること。 

ウ 国民健康保険税の賦課に関すること。 

エ 医療福祉に関すること。 

オ 環境衛生及び交通安全に関すること。 

(6) 産業振興部 

ア 常総インターチェンジ周辺整備事業に関すること。 

イ 道の駅の整備に関すること。 

ウ 農業，林業及び水産業に関すること。 

エ 地籍調査に関すること。 

オ 商工業，観光及びフィルムコミッションに関すること。 

カ 消費者保護に関すること。 

(7) 都市建設部 

ア 都市計画に関すること。 

イ 土地利用対策及び水資源対策に関すること。 

ウ 区画整理に関すること。 

エ 住宅及び建築に関すること。 

オ 産業用地及び市街地の整備に関すること。 

カ 公園緑地に関すること。 

キ 道路及び河川に関すること。 

ク 下水道に関すること。 

（支所の設置） 

第３条 法第１５５条第１項の規定に基づき，市長の権限に属する事務を分掌さ
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せるため，支所を置く。 

２ 支所の名称，位置及び所管区域は，次のとおりとする。 

名称 位置 所管区域 

常総市石下支所 常総市新石下４３１０番地１ 編入前の石下町の区域 

（規則への委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で定める。 

附 則  

（施行期日） 

１ この条例は，昭和５３年７月１日から施行する。 

（水海道市特別職報酬等審議会条例の一部改正） 

２ 水海道市特別職報酬等審議会条例（昭和３９年水海道市条例第４７号）の一

部を次のように改正する。 

第６条中「市長公室」を「総務部」に改める。 

（水海道市保育所設置条例の一部改正） 

３ 水海道市保育所設置条例（昭和３５年水海道市条例第１５号）の一部を次の

ように改正する。 

第４条第１項中「市長」を「上司」に改める。 

中略 

附 則（平成３１年条例第２号） 

この条例は，平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第 号） 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。  
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○常総市子ども・子育て会議条例 

平成２５年１２月１３日 

条例第３３号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

第７７条第１項の規定に基づき，常総市子ども・子育て会議（以下「会議」と

いう。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 会議は，法第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するほか，必要があ

ると認めるときは，子ども・子育て支援（法第７条第１項に規定する子ども・

子育て支援をいう。以下同じ。）に関し，市長に意見を述べることができる。 

第３条～第６条 略 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は，保健福祉部こども課子ども・子育て支援に関する事務を

所管する課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか，会議の運営に関し必要な事項は，会長が

会議に諮って定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２６年４月１日から施行する。 

中略 

附 則（平成２７年条例第３号） 

この条例は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第 号） 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

 

○常総市障害者地域自立支援協議会設置条例 

平成２６年１２月１１日 

条例第２５号 

（設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８９条の３第１項の規定に基づ
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き，常総市障害者地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会の所掌事項は，次のとおりとする。 

(1) 障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）の自立した日常生活又

は社会生活を支援するための方策を協議すること。 

(2) 処遇困難な障害者等の対応を協議すること。 

(3) 前２号のほか，障害者等への支援の体制の整備を図るために必要と認め

られること。 

（組織） 

第３条 協議会は，２５人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱し，又は任命する。 

(1) 法第５１条の１７に規定する指定特定相談支援事業者 

(2) 障害福祉サービスを提供する事業者 

(3) 障害者等の保健及び医療に関連する職務に従事する者 

(4) 障害者等の教育に関連する職務に従事する者 

(5) 障害者等の雇用及び就労に関連する職務に従事する者 

(6) 障害者団体を代表する者又はその委任を受けた者 

(7) 障害者及び障害者等の家族 

(8) 学識経験を有する者 

(9) 保健福祉部長 

(9) 福祉部長 

３ 委員の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げない。 

４ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

第４条～第６条 略 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は，保健福祉部社会福祉課障害者福祉を所管する課におい

て処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長

が会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 
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（常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

２ 常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

３１年水海道市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（令和２年条例第 号） 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

 

○常総市健康づくり推進協議会設置条例 

平成１７年１２月２８日 

条例第１０３号 

（設置） 

第１条 市民の生涯を通じての健康づくりを推進するための施策を総合的かつ効

果的に実施することを目的として，常総市健康づくり推進協議会（以下「協議

会」という。）を設置する。 

（事業） 

第２条 協議会は，前条の目的を達成するため，次に掲げる事項について必要な

調査及び審議を行う。 

(1) 検診，診査及び予防に関すること。 

(2) 健康相談及び健康教育に関すること。 

(3) 保健指導及び衛生知識の普及に関すること。 

(4) 栄養指導に関すること。 

(5) 老人保健事業の推進に関すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか，健康づくりを推進するために協議会が必要

と認めた事項 

（組織） 

第３条 協議会は，会長，副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は市長をもって充て，副会長は常総保健所長つくば保健所長をもって充

てる。 

３ 委員は，次の職にある者のうちから市長が任命し，又は委嘱する。 

(1) 市議会文教厚生委員長 

(2) 教育長 

(3) 保健福祉部長 
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(3) 保健衛生部長 

(4) 市嘱託医 

(5) 市嘱託歯科医 

(6) 市学校薬剤師 

(7) 市国民健康保険運営協議会の代表 

(8) 市シルバークラブ連絡協議会の代表 

(9) 市体育協会の代表 

第４条～第６条 略 

（幹事会） 

第７条 協議会の任務を補佐するため，幹事会を置く。 

２ 幹事は，委員委員のうちから会長が任命し，又は委嘱し，幹事長は，保健福

祉部長保健衛生部長をもって充てる。 

３ 幹事会は，必要に応じて幹事長が招集して主宰する。 

（専門委員） 

第８条 協議会に，専門の事項を調査し，及び審議させるため，専門委員を置く

ことができる。 

２ 専門委員は，市職員，県職員，市嘱託医，市嘱託歯科医，市学校薬剤師及び

学識経験者のうちから会長が任命し，又は委嘱する。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は，保健福祉部保健推進課健康づくりの推進を所管する課

において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から平成１８年３月３１日までの間，第３条第２項中

「常総保健所長」とあるのは「水海道保健所長」とする。 

附 則（令和元年条例第２１号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和２年条例第 号） 
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この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

 

○常総市予防接種健康被害調査委員会条例 

平成２年６月３０日 

条例第１１号 

（設置） 

第１条 予防接種法（昭和２３年法律第６８号）に基づく予防接種その他の予防

接種又は健康診査（以下「予防接種等」という。）による健康被害の適正かつ

円滑な処理に資するため，常総市予防接種健康被害調査委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 

（職務） 

第２条 委員会は，市長の諮問に応じ，予防接種等による健康被害の発生に際し

医学的な見地からの調査を行い，及び必要な助言又は答申をするものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は，委員７人をもって組織し，次に掲げる者を市長が任命し，又

は委嘱する。 

(1) 副市長 

(2) 教育長 

(3) 保健福祉部長 

(3) 保健衛生部長 

(4) きぬ医師会会長 

(5) きぬ医師会水海道支部長 

(6) きぬ医師会石下支部長 

(7) つくば保健所長 

第４条～第７条 略 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は，保健福祉部保健推進課予防接種等に関する事務を所管

する課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

中略 
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附 則（令和元年条例第２１号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和２年条例第 号） 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 

 

○常総市スポーツ推進審議会条例 

平成２２年１２月１６日 

条例第３７号 

（設置） 

第１条 本市におけるスポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進するため，

スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号。以下「法」という。）第３１条の

規定に基づき，常総市スポーツ推進審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 審議会は，法第３５条に規定するもののほか，常総市教育委員会（以下

「教育委員会」という。）の諮問に応じて，法第１０条第１項の規定による常

総市スポーツ推進計画その他のスポーツの推進に関する重要事項について調査

審議し，及びこれらの事項に関して教育委員会に建議する。 

（組織） 

第３条 審議会は，１５人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから教育委員会が市長の意見を聴いて委嘱し，

又は任命する。 

(1) スポーツに関する学識経験のある者 

(2) 関係行政機関の職員 

第４条～第６条 略 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は，教育委員会スポーツ振興課スポーツの推進を所管する

課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長

が審議会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２３年４月１日から施行する。 
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（準備行為） 

２ 第３条第２項の規定により委員を委嘱し，又は任命するために必要な準備行

為は，この条例の施行の日前においても行うことができる。 

（招集の特例） 

３ 第６条第１項の規定にかかわらず，第５条第１項の規定による会長及び副会

長の選任がなされる前の審議会の招集は，教育委員会がこれを行う。 

附 則（平成２３年条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の常総市スポーツ振興審議会

条例の規定により委嘱されている常総市スポーツ振興審議会の委員である者は，

その任期が終了するまでの間は，この条例による改正後の常総市スポーツ推進

審議会条例の規定により委嘱されている常総市スポーツ推進審議会の委員とみ

なす。 

附 則（令和２年条例第 号） 

この条例は，令和３年４月１日から施行する。 
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◎議案第６４号 常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条例について 

 

本案は，厚生労働省が定める「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準」の一部が改正されたことに伴い，居宅介護支援事業所における管

理者要件及び当該管理者要件の適用の猶予措置について，厚生労働省令と同様

の基準に改めるため所要の改正を行うものです。 

居宅介護支援事業所における管理者は，介護支援専門員のうち都道府県が実

施する研修を修了した主任介護支援専門員であることが求められておりますが，

この管理者要件の猶予措置として，令和３年３月３１日までの間は，介護支援

専門員が管理者となることを可能としているところです。 

今回の改正は，居宅介護支援事業所における管理者要件について，当該居宅

介護支援事業所の人材確保に関する状況等を考慮し，令和３年３月３１日時点

において，介護支援専門員が管理者となっている居宅介護支援事業所について

は，当該管理者に変更がない場合に限り，猶予措置の適用を令和９年３月３１

日まで延長するものです。 

また，令和３年４月１日以後に新たに管理者となる者については，猶予措置

の適用がないことから主任介護支援専門員であることとされますが，主任介護

支援専門員の確保が著しく困難である等のやむを得ない理由がある場合に限り，

介護支援専門員を管理者とする取扱いを可能とするものです。 
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○常総市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例 

平成３０年３月２３日 

条例第１０号 

目次 略 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は，介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第４７条第１項第１号，第７９条第２項第１号並びに第８１条第１項及

び第２項の規定に基づき，指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準等を定めるものとする。 

第２条～第５条 略 

（管理者） 

第６条 指定居宅介護支援事業者は，指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理

者を置かなければならない。 

２ 管理者前項に規定する管理者は，介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令

第３６号）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員

（以下「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし，主任

介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合につ

いては，介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を同項に規定する管

理者とすることができる。 

３ 管理者は第１項に規定する管理者は，専らその職務に従事する者でなければ

ならない。ただし，次に掲げる場合は，この限りでない。 

(1) 管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務

に従事する場合 

(2) 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（その管理

する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

第７条～第３３条 略 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３０年４月１日から施行する。ただし，第１６条第２０号

の規定は，平成３０年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第３２条第２項（第３３条において準用する場合を含む。）の規定は，この
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条例の施行の日以後に完結する記録について適用し，同日前に完結した記録に

ついては，なお従前の例による。 

３ 平成３３年３月３１日令和９年３月３１日までの間は，第６条第２項の規定

にかかわらず，介護支援専門員（介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号

イ（３）に規定する主任介護支援専門員を除く。）を第６条第１項同条第１項

に規定する管理者とすることができる。 

４ 令和３年４月１日以後における前項の規定の適用については，同項中「第６

条第２項」とあるのは「令和３年３月３１日までに介護保険法第４６条第１項

の指定を受けている事業所（同日において当該事業所における第６条第１項に

規定する管理者（以下この項において「管理者」という。）が，主任介護支援

専門員でないものに限る。）については，第６条第２項」と，「介護支援専門

員（主任介護支援専門員を除く。）を同条第１項に規定する」とあるのは「引

き続き，同日における管理者である介護支援専門員を」とする。 

〔附則第４項の規定による読替え後の附則第３項〕 

３ 令和９年３月３１日までの間は，第６条第２項令和３年３月３１日までに介

護保険法第４６条第１項の指定を受けている事業所（同日において当該事業所

における第６条第１項に規定する管理者（以下この項において「管理者」とい

う。）が，主任介護支援専門員でないものに限る。）については，第６条第２

項の規定にかかわらず，介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を同

条第１項に規定する引き続き，令和３年３月３１日における管理者である介護

支援専門員を管理者とすることができる。 

附 則（令和２年条例第 号） 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第６条第２項にただし書を加え

る改正規定は，令和３年４月１日から施行する。 
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◎議案第６５号 常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

この案は，地方税法施行令の一部を改正する政令が令和２年９月４日に公布

され，国民健康保険税の減額に係る改正規定が令和３年１月１日に施行される

ことに伴い，常総市国民健康保険税条例の減額の基準等に関する規定等の整備

を行うものです。 

国民健康保険税は，国民健康保険の被保険者間における保険税負担の公平の

確保及び中低所得層の保険税の負担軽減を図るため，当該納税義務者に課する

被保険者均等割と世帯平等割を地方税法施行令の定める基準に従い，市町村の

条例に定めて減額することとされています。 

平成３０年度の税制改正により，令和３年度以後の個人住民税について，個

人所得課税が給与所得控除，公的年金等控除から基礎控除への振替として，給

与所得控除，公的年金等控除が引き下げられるとともに，基礎控除を同額引き

上げることとされました。 

この個人所得課税の見直しにより，基礎控除額が一律１０万円の引上げとな

ることに伴い，国民健康保険税の減額対象となる所得の基準について，その算

定において基礎控除額相当分の基準額を現行の３３万円から４３万円に引き上

げるとともに，一定の給与所得者と公的年金等の支給を受ける者が２人以上い

る世帯は，この見直し後においては国民健康保険税の軽減措置に該当しにくく

なることから，国民健康保険税の負担水準に関して不利益等が生じないよう，

軽減判定基準の見直しを行い，一定の給与所得者と公的年金等の支給を受ける

者の数の合計数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を基準額に加え

ることといたします。 

なお，この改正は，令和３年度分以後の国民健康保険税について適用するこ

ととなります。 
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令和３年１月１日施行の個人所得課税の見直しを踏まえた国民健

康保険税の見直しについて 

 

〔概要〕 

〇令和３年１月１日施行の個人所得課税の見直し（給与所得控除や公的年金等控

除から基礎控除への１０万円の振替等）に伴い，国民健康保険税の負担水準に

関して意図せざる影響や不利益が生じないよう，被保険者に係る所得等につい

て見直しを行うもの。 

〇一定の給与所得がある方と公的年金等の支給を受ける方が２人以上いる世帯は，

個人所得課税見直し後においては国民健康保険の軽減措置に該当しにくくなる

ことから，その影響を遮断するため，軽減判定基準の見直しを行うもの。 

 

【改正前と改正後の軽減判定所得の比較】 

 改正前 改正後 

７割軽減

基 準 額 

基準控除額（33万円） 基準控除額（43万円） 

＋10万円×（給与所得者等の数－1） 

５割軽減

基 準 額 

基準控除額（33万円） 

＋28.5万円×被保険者数 

基準控除額（43万円） 

＋28.5万円×被保険者数 

＋10万円×（給与所得者等の数－1） 

２割軽減

基 準 額 

基準控除額（33万円） 

＋52万円×被保険者数 

基準控除額（43万円） 

＋52万円×被保険者数 

＋10万円×（給与所得者等の数－1） 

「給与所得者等」とは，一定の給与所得がある方と公的年金等の支給を受ける方

をいいます。 

「被保険者数」には，同じ世帯の中で国民健康保険から後期高齢者医療へ移行さ

れた方を含みます。 
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○常総市国民健康保険税条例 

昭和３４年６月２８日 

条例第１３号 

（納税義務者） 

第１条 国民健康保険税は，国民健康保険の被保険者である世帯主に対して課す

る。 

２ 国民健康保険の被保険者である資格がない世帯主であって，当該世帯内に国

民健康保険の被保険者である者がある場合においては，当該世帯主を国民健康

保険の被保険者である世帯主とみなして，国民健康保険税を課する。 

第２条～第２２条 略 

（国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課

する国民健康保険税の額は，第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６３万円を超える場合には，

６３万円），同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げ

る額を減額して得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には，１

９万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超える場合には，１７万円）

の合算額とする。 

(1) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が，

３３万円４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保

険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７０

３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）

第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定する給与所得

控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万

円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公的

年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得

金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得につい

て同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未

満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に限り，

年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超

える者に限る。）をいい，給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以

下この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあって
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は，４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて

得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第

２項に規定する世帯主を除く。）１人について１２，９５０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ，それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １４，０００円 

(ｲ) 特定世帯 ７，０００円 

(ｳ) 特定継続世帯 １０，５００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につい

て５,６００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等

割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ３，５００円 

(ｲ) 特定世帯 １，７５０円 

(ｳ) 特定継続世帯 ２，６２５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について６,３００

円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について３,５

００円 

(2) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が，

３３万円４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保

険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては，４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じ

て得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

２８万５千円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当

する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第

２項に規定する世帯主を除く。）１人について９，２５０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ，それぞれに定める額 
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(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １０，０００円 

(ｲ) 特定世帯 ５，０００円 

(ｳ) 特定継続世帯 ７，５００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につい

て４，０００円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等

割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ２，５００円 

(ｲ) 特定世帯 １，２５０円 

(ｳ) 特定継続世帯 １，８７５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について４，５００

円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について２，５

００円 

(3) 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が，

３３万円４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保

険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては，４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じ

て得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

５２万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当す

る者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第

２項に規定する世帯主を除く。）１人について３，７００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ，それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，０００円 

(ｲ) 特定世帯 ２，０００円 

(ｳ) 特定継続世帯 ３，０００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人につい

て１，６００円 
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エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等

割額 次に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれに定める額 

(ｱ) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，０００円 

(ｲ) 特定世帯 ５００円 

(ｳ) 特定継続世帯 ７５０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について１，８００

円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について１，０

００円 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第２３条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属する

国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象保険者等（法

第７０３条の５の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。第２４条の

２において同じ。）である場合における第３条及び前条の規定の適用について

は，第３条第１項中「規定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額

（第２３条の２に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含ま

れている場合においては，当該給与所得については，所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０に

相当する金額によるものとする。次項において同じ。）」と，「同条第２項」

とあるのは「法第３１４条の２第２項」と，前条第１号中「総所得金額」とあ

るのは「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与

所得が含まれている場合においては，当該給与所得については，所得税法第２

８条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０に相当する金額によ

るものとする。次号及び第３号において同じ。）」とする。 

第２３条の３～第２５条 略 

（委任） 

第２６条 この条例に定めるほか，国民健康保険税の賦課徴収については，常総

市税条例（昭和３３年水海道市条例第１３号）の定めるところによる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は公布の日から施行し，昭和３４年度分の国民健康保険税から適用

する。 
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（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

２ 当分の間，世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が，前年中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等

に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上

である者に係るものに限る。）の控除を受けた場合における第２３条の規定の

適用については，同条中「法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所

得金額」とあるのは，「法「法第７０３条の５に規定する総所得金額（所得税

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得については，同条第２項第

１号の規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額によるものとす

る。）」とする。）及び山林所得金額」と，「１１０万円」とあるのは「１２

５万円」とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

３ 世帯主又はその世帯の属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が法附則第３３条の２第５項の配当所得等を有する場合における第３条，

第６条，第８条及び第２３条の規定の適用については，第３条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５

項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と，「同条第２項」とある

のは「法第３１４条の２第２項」と，同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定する上場

株式等に係る配当所得等の金額」と，第２３条中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」とする。 

４～１６ 略 

中略 

附 則（令和２年条例第２２号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和２年条例第３２号） 

（施行期日） 

１ この条例は，土地基本法等の一部を改正する法律（令和２年法律第１２号）

附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日から施

行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の常総市国民健康保険税条例の規定は，令和２年度以後の年度分の国
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民健康保険税について適用し，令和元年度分までの国民健康保険税については，

なお従前の例による。 

附 則（令和２年条例第 号） 

（施行期日） 

１ この条例は，令和３年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の常総市国民健康保険税条例の規定は，令和３年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し，令和２年度分までの国民健康保険税については，

なお従前の例による。 
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◎議案第６６号 指定管理者の指定について（常総市児童デイサービスセンタ

ー） 

◎議案第６７号 指定管理者の指定について（常総市心身障害者福祉センター） 

◎議案第６８号 指定管理者の指定について（常総市水海道児童センター） 

◎議案第６９号 指定管理者の指定について（常総市三坂児童館） 

 

児童デイサービスセンター，心身障害者福祉センター，水海道児童センター及

び三坂児童館につきましては，平成１８年度から指定管理者制度を導入し，いず

れの施設も社会福祉法人常総市社会福祉協議会を管理者に指定しており，平成３

０年度の再指定を経て，今年度末をもって３年間の指定期間が満了いたします。 

これまでの指定期間における同協議会の運営実績として，児童デイサービスセ

ンターにあっては，利用者との信頼関係が構築されるとともに，保育所，幼稚園

等の関係機関と良好な連携を保っており，児童の発達支援に大きく貢献している

ところです。また，心身障害者福祉センターにあっては，利用者数の増加ととも

に活気ある支援及び指導を行っているところです。 

水海道児童センター及び三坂児童館にあっては，地域における児童の放課後の

居場所づくり及び健全な遊びの提供にとどまらず，家庭環境が複雑な児童等に対

し，親身に児童の心に寄り添い，精神面のケアを行うなど，福祉的視点で児童に

対応しております。また，子育てで悩んでいる親子や，環境になじめない外国籍

の親子に対して，相談，助言はもとより，他の親子との交流が図れるよう職員が

橋渡しをするなど，利用者との信頼関係を築いてきたことで，子育て家庭への支

援や地域の子育て環境づくりに大きく貢献しているところです。 

指定管理者の候補者の選定に当たりましては，児童デイサービスセンター及び

心身障害者福祉センターの両施設にあっては，発達に心配のある児童及び障がい

のある方に対する職員の入替え等の環境変化による影響等に考慮するととも

に，いずれの施設においても同協議会が管理運営を良好に実施していること，施

設の利用者及び地域住民との信頼関係が構築されていること等の理由を総合的に

判断し，現指定管理者である社会福祉法人常総市社会福祉協議会を指定すること

が施設の適切な管理のため特に必要と認められることから，常総市公の施設に係

る指定管理者の指定手続等に関する条例第５条第１項第７号の規定に基づき，公

募によらずに引き続き同協議会を指定候補者として選定し，指定期間についても

これまで同様に令和３年４月１日から令和６年３月３１日までの３年間といたし

ました。 
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つきましては，これらの施設の指定管理者として同協議会を指定したく，地方

自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決をお願いするものです。 
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◎議案第７０号 市道の路線の廃止について（１１１９号線） 

◎議案第７１号 市道の路線の廃止について（１１２０号線） 

◎議案第７２号 市道の路線の廃止について（１１２１号線） 

◎議案第７３号 市道の路線の廃止について（１１２７号線） 

◎議案第７４号 市道の路線の廃止について（１１２８号線） 

◎議案第７５号 市道の路線の廃止について（１１２９号線） 

◎議案第７６号 市道の路線の廃止について（１１３０号線） 

◎議案第７７号 市道の路線の廃止について（１１３１号線） 

◎議案第７８号 市道の路線の廃止について（１１３２号線） 

◎議案第７９号 市道の路線の廃止について（１１３３号線） 

 

 

 

 

 

  

 
    

１１１９号線 

 
１１２０号線 

 

１１２１号線 

 

１１３３号線 

  

１１２８号線 

  

１１２７号線 

  

１１３２号線 

  

１１２９号線 

 

  １１３０号線 

  
１１３１号線 

三坂町 

三坂新田町 
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路線名 起 点 終 点 
路線延長

（ｍ） 

幅員（ｍ） 

最大 最小 

1119 三坂町5017 三坂町5000 370.63 4.00 3.70 

1120 三坂町5047-1 三坂町5031 371.70 3.50 3.50 

1121 三坂町1814-1 三坂町5041 377.92 6.10 3.25 

1127 三坂新田町2056 三坂新田町2020 295.26 3.70 3.50 

1128 三坂新田町2060 三坂新田町2028 354.28 4.50 4.50 

1129 三坂新田町2109 三坂新田町2080 336.87 5.60 3.50 

1130 三坂新田町2119 三坂新田町2095 318.97 6.00 3.50 

1131 三坂新田町2134 三坂新田町2149 192.87 3.50 3.50 

1132 三坂新田町1984 三坂新田町2130 1,351.7 4.50 4.25 

1133 三坂新田町2032-2 三坂新田町2035-1 76.78 4.00 4.00 
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◎議案第８０号 市道の路線の認定について（１１１９号線） 

◎議案第８１号 市道の路線の認定について（１１２１号線） 

◎議案第８２号 市道の路線の認定について（１１３０号線） 

◎議案第８３号 市道の路線の認定について（１１３２号線） 

◎議案第８４号 市道の路線の認定について（５０５７号線） 

◎議案第８５号 市道の路線の認定について（５０５８号線） 

◎議案第８６号 市道の路線の認定について（５０５９号線） 

◎議案第８７号 市道の路線の認定について（５０６０号線） 

 

 

  

 

 

  

１１１９号線 

 

１１２１号線 

 

５０６０号線 

  

５０５７号線 

  

１１３２号線 

  

５０５９号線 

 

  
１１３０号線 

三坂町 

三坂新田町 

  

５０５８号線 
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路線名 起 点 終 点 
路線延長

（ｍ） 

幅員（ｍ） 

最大 最小 

1119 三坂町5017 三坂町4995-1 383.00 6.10 3.70 

1121 三坂町1814-6 三坂町5047-1 383.00 6.10 3.25 

1130 三坂新田町2119-1 三坂新田町2114-2 110.00 6.00 3.50 

1132 三坂新田町1984-1 三坂新田町1979 192.00 4.50 4.25 

5057 三坂新田町1991-4 三坂新田町2130-2 1,248 15.00 10.00 

5058 三坂新田町2043 三坂新田町2035-1 195.00 9.00 9.00 

5059 三坂新田町2103 三坂新田町2090-2 190.00 8.00 8.00 

5060 三坂新田町2003-1 三坂新田町1979 129.00 6.00 6.00 
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◎議案第８８号 市道の路線の認定について（６００６号線） 

 

 

 

路 線 名 起 点 終 点 

６００６ 

大塚戸町３９５６ 大塚戸町４０４７ 

路線の延長 幅員（最大） 幅員（最小） 

１９７．００ｍ ３．５０ｍ ３．５０ｍ 

 

・水海道ゴルフクラブ 

６００６号線 

坂手町 

大塚戸町 

・小谷沼排水機場 

１－０２２６号線 


